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独立監査人の監査報告書 
 

令和 7年 6月 20日 

地方独立行政法人大阪産業技術研究所 

理事長 小林 哲彦 様 

有限責任 あずさ監査法人 

大阪事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 西 野  裕 久 

 

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第 35条第 1項の規定に基づき、地方独立

行政法人大阪産業技術研究所の令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの第 8 期事業年度の

財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、行政コス

ト計算書、損益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細書について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠して、地方独立行政法人大阪産業技術研究所の令和 7 年 3 月 31 日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に準

拠して監査を行った。地方独立行政法人の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監

査における会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、地方独立行政法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の

存在は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の

重要な虚偽表示の要因とならない理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並び

に違法行為の有無について意見を述べるものではない。 

 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。理事長の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における地方独立行政法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することに

ある。 

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に



 

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の会計の基準に

準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為に

よる重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために理事長が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における地方独立行政法人の役員（監事を除く。）

の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

・ 理事長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事長によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。 

・ 理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び地方独立行政法人の監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。 

 

＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、法第 35 条第 1 項の規定に基づき、地方独立行政法人大阪産業技術研究所の令

和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの第 8 期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、

事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告

書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち、会

計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、地方独立行政法人大阪産業技術研究所の財政

状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているものと認める。 



 

(3) 決算報告書は、理事長による予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状

況を正しく示しているものと認める。 

 

理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに理事長によ

る予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状況を正しく示す決算報告書を作

成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における地方独立行政法人の役員（監事を除く。）

の職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく

示しているか並びに決算報告書が理事長による予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりご

とに決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場から報告することにある。 

 

＜報酬関連情報＞ 

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、地方独立行政法人の監査

証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、事業報告書の「７ 持続的に適正な

サービスを提供するための源泉（２）役員等の状況 ②会計監査人の氏名または名称及び報酬」に記

載されている。 

 

利害関係 

地方独立行政法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 
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Ⅰ Ⅰ 固定負債


1 有形固定資産 資産見返負債（注）


土地 6,399,442,600 資産見返運営費交付金 1,101,618,176


建物 10,770,385,144 資産見返補助金等 134,976,359


減価償却累計額 △ 5,604,559,241 5,165,825,903 資産見返寄附金 48,129,122


209,342,186 資産見返物品受贈額 107,571,857 1,392,295,514


減価償却累計額 △ 95,246,466 114,095,720 長期リース債務 68,020,546


機械装置 3,687,925,263 退職給付引当金 1,694,787,303


減価償却累計額 △ 3,126,494,130 561,431,133 長期預り保証金 1,035,000


車両運搬具 1,864,080


減価償却累計額 △ 1,864,078 2 固定負債合計 3,156,138,363


工具器具備品 3,726,038,964


減価償却累計額 △ 3,251,785,722 474,253,242 Ⅱ 流動負債


図書 1,228,007 運営費交付金債務（注） 519,796,714


美術品・収蔵品 15,083,570 リース債務 20,597,016


未払金 580,452,844


有形固定資産合計 12,731,360,177 未払消費税等 9,902,900


契約負債 60,190,062


2 無形固定資産 預り金 70,362,138


特許権 678,015 賞与引当金 212,107,112


電話加入権 77,000 その他の流動負債 3,274,653


特許権仮勘定 619,660


無形固定資産合計 1,374,675 流動負債合計 1,476,683,439


4,632,821,802


3 投資その他の資産 　 （純資産の部）


投資有価証券 100,172,667 Ⅰ 資本金


差入保証金 30,000 地方公共団体出資金 14,479,041,600


退職給付引当金見返（注） 1,694,787,303


投資その他の資産合計 1,794,989,970 資本金合計 14,479,041,600


固定資産合計 14,527,724,822 Ⅱ 資本剰余金


資本剰余金 2,071,785,742


その他行政コスト累計額（注）


Ⅱ 流動資産 減価償却相当累計額（△） △ 5,545,345,285


現金及び預金 1,307,973,060 除売却差額相当累計額（△） △ 6,769,425


未収金 106,844,486


棚卸資産 13,040,648 資本剰余金合計 △ 3,480,328,968


賞与引当金見返（注） 212,107,112


その他の流動資産 103,809 Ⅲ 利益剰余金


前中期目標期間繰越積立金（注） 260,015,500


流動資産合計 1,640,069,115 目的積立金（注） 140,670,822


積立金 30,744,657


当期未処分利益 104,828,524


（うち当期総利益） (104,828,524)


利益剰余金合計 536,259,503


11,534,972,135


16,167,793,937 16,167,793,937


（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。


純資産合計


資産合計 負債純資産合計


金額


（資産の部） （負債の部）


負債合計


固定資産


科目 金額 科目


構築物


貸　借　対　照　表
（令和７年３月３１日現在）


（単位：円）


資産の部 負債及び純資産の部


1







Ⅰ 損益計算書上の費用


業務費 3,750,055,850


一般管理費 748,661,266


臨時損失 8


　　損益計算書上の費用合計 4,498,717,124


Ⅱ その他行政コスト


減価償却相当額（注） 471,052,762


除売却差額相当額（注） 1


　　その他行政コスト合計 471,052,763


Ⅲ 行政コスト 4,969,769,887


行政コスト計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）


（単位：円）


（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。


2







経常費用


業務費


業務部門人件費 2,063,972,263


試験研究費 1,077,325,268


減価償却費 443,405,869  


受託研究費 43,686,076 　


共同研究費 25,059,899


受託事業費 96,606,475 3,750,055,850


 


一般管理費


役員人件費 58,375,749  


管理部門人件費 577,169,043


減価償却費 16,277,602


管理運営費 96,838,872 748,661,266


 経常費用合計 4,498,717,116


経常収益


運営費交付金収益（注） 　 3,096,965,401 　


使用料収益 　


装置使用料 157,699,560


施設使用料 15,242,362 　


その他使用料 6,720,000 179,661,922


手数料収益


試験分析手数料 192,135,400


職員派遣手数料 655,520 　


受託研究手数料 178,491,700


その他手数料 6,642,451 377,925,071


受託研究収益


国又は地方公共団体以外の団体からの受託 50,996,852 50,996,852 　


共同研究収益


国又は地方公共団体以外の団体からの受託 30,013,740 30,013,740


受託事業収益


国又は地方公共団体以外の団体からの受託 77,802,700 77,802,700


補助金等収益（注） 6,854,532


賞与引当金見返に係る収益（注） 212,107,112


退職給付引当金見返に係る収益（注） 166,049,144


その他の収益


科研費等間接経費収入 17,089,999 　


固定資産貸付料収益 5,847,665 　


知的財産実施料等収益 4,749,860 　


講師謝金等収入 5,128,677


雑収益 5,027,886 37,844,087


資産見返負債戻入（注）


資産見返運営費交付金戻入 233,318,784


資産見返補助金等戻入 62,754,121


資産見返寄附金戻入 19,192,498 　


資産見返物品受贈額戻入 6,443,437 321,708,840


経常収益合計  4,557,929,401


経常利益  59,212,285


臨時損失


固定資産除却損 8 8


臨時利益


資産見返運営費交付金戻入（注） 2


資産見返物品受贈額戻入（注） 7 9


当期純利益 59,212,286


目的積立金取崩額（注） 24,272,489


前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 21,343,749


当期総利益 104,828,524


（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。


損　益　計　算　書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）


（単位：円）
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Ⅰ


△ 1,050,604,552


△ 2,703,559,316


△ 101,638,419


4,245,768,893


運営費交付金の返還による支出 △ 400


43,579,232


40,047,180


受託事業収入 80,109,000


使用料収入 180,554,318


375,794,435


補助金等収入 63,897,083


預り科研費補助金等受払(△は減少） 1,645,761


60,357,288


業務活動によるキャッシュ・フロー 1,235,950,503


　


Ⅱ


有価証券の取得による支出 △ 100,259,000


△ 454,844,828


△ 619,660


投資活動によるキャッシュ・フロー △ 555,723,488


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー


リース債務の返済による支出 △ 34,488,116


財務活動によるキャッシュ・フロー △ 34,488,116


Ⅳ 資金の増加額 645,738,899


Ⅴ 662,234,161


Ⅵ 1,307,973,060資金期末残高


投資活動によるキャッシュ・フロー


有形固定資産の取得による支出


無形固定資産の取得による支出


資金期首残高


その他収入


　　キャッシュ・フロー計算書　　　


（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）


（単位：円）


業務活動によるキャッシュ・フロー


原材料、商品又はサービスの購入による支出


人件費支出


その他の業務支出


運営費交付金収入


手数料収入


受託研究収入


共同研究収入
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Ⅰ 当期未処分利益 104,828,524


当期総利益


Ⅱ 利益処分額


積立金


地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の


承認を受けようとする額


研究開発及びその研究成果の普及、活用並びに企業


支援の質の向上と組織運営改善目的積立金 104,828,524104,828,524


利益の処分に関する書類（案）


（単位：円）


科目 金額


104,828,524
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注 記  
 


   「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月


31 日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注


解』に関するＱ＆Ａ」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」と


いう。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 


なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入によ


る改訂内容については、当事業年度より適用しております。 


 


Ⅰ 重要な会計方針 


 １ 運営費交付金収益の計上基準 


   業務達成基準を採用しております。 


 


 ２ 減価償却の会計処理方法 


 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 


    定額法を採用しております。 


    主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 


     建物       ２年～３４年 


     構築物      ５年～４４年 


     機械装置     ２年～７年 


     工具器具備品   ２年～１２年 


    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）に係る減価償却に相当


する額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示してお


ります。 


 


 （２）無形固定資産（リース資産を除く） 


    定額法を採用しております。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）


に基づいております。 


 


 （３）リース資産 


    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 


 


 ３ 引当金の計上基準 


（１）賞与引当金の計上基準 


    役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべ
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き金額を計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財


源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計


上しております。 


 


 （２）退職給付引当金の計上基準 


    役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に


基づき計上しております。 


退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い


た簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見


込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返と


して計上しております。 


 


 （３）貸倒引当金の計上基準 


    一般債権については貸倒引当金を計上しておりません。貸倒懸念債権等 特定の債


権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 


 ４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 


（１） 貯蔵品 


  先入先出法による低価法を採用しております。 


（２）未成受託研究支出金 


   個別法による低価法を採用しております。 


 


 ５ 有価証券の評価基準及び評価方法 


（１） 満期保有目的債券 


 償却原価法（定額法）により評価しております。 


 


 ６ リース取引の会計処理 


   リース料総額３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取


引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 


  


 ７ 収益及び費用の計上基準    


（１） 手数料収益 


     手数料に係る収益は、主に試料・原材料・製品等の性能試験や分析を行う依頼試験の


手数料、企業等の要望に応じて新製品・新技術の開発等をサポートする技術コンサルテ


ィングの手数料があります。 


   依頼試験の履行義務は、試験結果の引き渡した時点で充足されると判断し、当該時点
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で収益を認識しております。 


   技術コンサルティングの履行義務は、契約期間にわたり継続的なサービス提供をす


るものであり、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供す


る期間にわたり収益を認識しております。 


 


（２） 受託研究収益 


   受託研究収益は、主に民間企業との受託研究契約に基づき、研究試験を履行する義務


を負っております。当該履行義務は、業務完了の一時点において、顧客が当該サービス


等に対する支配を獲得して充足されると判断し、業務完了時点で収益を認識しており


ます。 


 


（３） 共同研究収益 


共同研究収益は、主に民間企業との共同研究契約に基づき、研究試験を履行する義務


を負っております。当該履行義務は、業務完了の一時点において、顧客が当該サービス


等に対する支配を獲得して充足されると判断し、業務完了時点で収益を認識しており


ます。 


 


（４） 受託事業収益 


   受託事業収益は、主に国又は独立行政法人等から支出された委託費であり、委託契約


等に基づいて委託業務を遂行する義務を負っております。当該履行義務は、業務完了の


一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、


業務完了時点で収益を認識しております。 


 


 


８ 消費税等の会計処理 


   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 


    


Ⅱ 貸借対照表関係 


 １ その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 


   4,123,751,230 円 


 


Ⅲ 行政コスト計算書関係 


 １ 地方独立行政法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト 


   行政コスト                        4,969,769,887 円 


   自己収入等                        △756,346,871 円 


   機会費用                          163,051,047 円 
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   地方独立行政法人の業務運営に関して 


住民の負担に帰せられるコスト                       4,376,474,063 円 


 


 ２ 機会費用の計上方法 


 （１）地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 


   10 年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に 1.490％で計算しております。 


 


（２） 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 


   当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、地


方独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、役員報酬規程及び職員退職手


当規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 


 


Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 


 １ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 


    現金及び預金   1,307,973,060 円 


    資金期末残高   1,307,973,060 円 


 


Ⅴ 金融商品関係 


 １ 金融商品の状況に関する事項 


    当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債


等に限定しております。 


未収債権等に係る顧客の信用リスクは、業務手続及び手数料等に関する規程等に


沿ってリスク低減を図っております。 


 


２ 金融商品の時価等に関する事項  


期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり


です。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済さ


れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 


                                   （単位：円） 


区分 貸借対照表計上額（*１） 時価 差額  


（１）投資有価証券 


（満期保有目的債券） 
100,172,667 98,880,000 △1,292,667 


（２）リース債務 （88,617,562） （83,928,531） △4,689,031 


(*1)負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 


（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 


    金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ
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て、以下の３つのレベルに分類しております。 


   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に


より算定した時価 


   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ


ットを用いて算定した時価 


   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


 


   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら


のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低


いレベルに時価を分類しております。 


（１） 投資有価証券 


当法人が保有している地方債および社債は、市場での取引頻度が低く、活発


な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価


に分類しております。 


    （２）リース債務 


       リース債務の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び


信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベ


ル２の時価に分類しております。 


 


Ⅵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 


  賃貸等不動産については、総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 


 


Ⅶ 退職給付関係 


 １ 採用している退職給付制度の概要 


当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用してお


ります。 


非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、 


簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 


 


 ２ 確定給付制度 


（１） 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 


期首における退職給付引当金            1,743,536,023 円 


 退職給付費用                    166,049,144 円 


 退職給付の支払額                △214,797,864 円 


       期末における退職給付引当金            1,694,787,303 円 
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（２） 退職給付に関連する損益 


 簡便法で計算した退職給付費用            166,049,144 円 


 


Ⅷ 収益認識関係 


 当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８４における収益に重要性が乏しいた


め、注記を省略しております。 


（１） 収益の分解情報 


顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりです。 


（単位：円） 


  和泉センター 森之宮センター 合計 


 手数料収益 183,221,451 194,703,620 377,925,071 


 受託研究収益 11,963,770 39,033,082 50,996,852 


 共同研究収益 30,013,740 0 30,013,740 


 受託事業収益 18,117,700 59,685,000 77,802,700 


 


（２） 収益を理解するための基礎となる情報 


「Ⅰ．重要な会計方針」の「７ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 


 


（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 


 


   当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、269,170,562 円


であり、当法人は、当該履行残存義務について、履行義務の充足につれて令和７年から


令和１０年までの間で収益を認識することを見込んでおります。 


 


Ⅸ 重要な債務負担行為 
  当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以


下のとおりです。 
   （単位：円） 


契約内容 事業所所在地 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 
電気設備更新工事 大阪市 1,002,100,000 1,002,100,000 
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価


償
却


相
当


額
）


期
末


残
高


減
価


償
却


累
計


額


投
資


そ
の


他
の


資
産


有
形


固
定


資
産


合
計


無
形


固
定


資
産


（
減


価
償


却
費


）


無
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固
定


資
産


（
減


価
償


却
相


当
額


）


無
形


固
定


資
産


合
計
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２
　


棚
卸


資
産
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明


細


（
単


位
：
円


）


当
期


購
入


・
製


造
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振
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他


払
出
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0
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0
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３
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さ
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円


）
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銘
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券
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総
額
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額


当
期
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に
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ま
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た
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0
0
,0


0
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0
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引
当


金
の
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１
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1
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0
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0
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7
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引


当
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円


）
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4
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,7


9
7
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4
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５
　


資
本
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余


金
の


明
細


（
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：
円


）


1
5
,1


6
0
,5


7
0


0
0


1
5
,1


6
0
,5
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0
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8
3
,3


3
3
,0
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0


0
0


3
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,0


4
0
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5
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,1
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9
,3


0
5


7
1
,9


2
7
,5


1
1


0
9
3
1
,0


8
6
,8


1
6


（
注


１
）


7
2
4
,6


1
7
,5


4
8


1
7
,5


8
7
,7


6
8


0
7
4
2
,2


0
5
,3


1
6


（
注


２
）


1
,9


8
2
,2


7
0
,4


6
3


8
9
,5


1
5
,2


7
9


0
2
,0


7
1
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8
5
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（
注


１
）
当


期
増


加
額


は
、


目
的


積
立


金
に


よ
り


固
定


資
産


を
購


入
し


た
こ


と
に


よ
る


も
の


で
す


。


（
注


２
）
当


期
増


加
額


は
、


前
中


期
目


標
期


間
繰


越
積


立
金


に
よ


り
固


定
資


産
を


購
入


し
た


こ
と


に
よ


る
も


の
で


す
。


目
的


積
立


金


繰
越


積
立


金


期
末


残
高


種
類


期
首


残
高


当
期


増
加


額
当


期
減


少
額


期
首


残
高


賞
与


引
当


金


計 区
分


期
首


残
高


当
期


増
加


額


退
職


給
付


債
務


合
計


額


摘
要


貯
蔵


品
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成
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究


支
出


金


合
　


　
計


区
分


当
期


増
加


額
当


期
減


少
額


期
末


残
高


摘
要


満
期


保
有


目
的


債
券


貸
借


対
照


表
計


上
額


合
計


計


当
期


減
少


額
期


末
残


高
摘


要


退
職


給
付


引
当


金


区
分


期
首


残
高


当
期


増
加


額
当


期
減


少
額


期
末


残
高


摘
要


施
設


費


設
立


団
体


か
ら


の
譲


与
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６
　


運
営


費
交


付
金


債
務


及
び


当
期


振
替


額
等


の
明


細


(1
)運


営
費


交
付


金
債


務
の


増
減


の
明


細


（
単


位
：
円


）


運
営


費
交


付
金


収
益


資
産


見
返


運
営


費
交


付
金


建
設


仮
勘


定
見


返
運


営
費


交
付


金
小


計


8
6
,1


5
6
,1


1
7


4
,2


0
6
,3


7
5
,8


3
5


3
,0


9
6
,9


6
5
,4


0
1


2
5
9
,8


8
8
,9


0
3


0
3
,3


5
6
,8


5
4
,3


0
4


4
1
5
,8


8
0
,5


3
4


4
0
0


5
1
9
,7


9
6
,7


1
4


(2
)運


営
費


交
付


金
債


務
の


当
期


振
替


額
及


び
主


な
使


途
の


明
細


①
運


営
費


交
付


金
収


益
へ


の
振


替
額


及
び


主
な


使
途


の
明


細
（
単


位
：
円


）


費
用


業
務


達
成


基
準


に
よ


る
振


替
額 和


泉
セ


ン
タ


ー
事


業
1
,9


8
4
,3


1
8
,2


4
2


1
,8


2
9
,6


7
3
,5


6
7


森
之


宮
セ


ン
タ


ー
事


業
1
,1


1
2
,6


4
7
,1


5
9


1
,0


1
0
,1


3
9
,4


9
3


会
計


基
準


第
7
9
号


5
項


に
よ


る
振


替
額


0
0


3
,0


9
6
,9


6
5
,4


0
1


2
,8


3
9
,8


1
3
,0


6
0


②
資


産
見


返
運


営
費


交
付


金
及


び
資


本
剰


余
金


へ
の


振
替


額
並


び
に


主
な


使
途


の
明


細
（
単


位
：
円


）


振
替


額
振


替
額


1
1
6
,3


8
2
,8


9
0


0


1
4
3
,5


0
6
,0


1
3


0


2
5
9
,8


8
8
,9


0
3


0


(3
)引


当
金


見
返


と
の


相
殺


額
の


明
細


（
単


位
：
円


）


相
殺


額


和
泉


セ
ン


タ
ー


事
業


2
6
6
,9


1
2
,0


8
4


森
之


宮
セ


ン
タ


ー
事


業
1
4
8
,9


6
8
,4


5
0


合
計


4
1
5
,8


8
0
,5


3
4


(4
)運


営
費


交
付


金
債


務
残


高
の


明
細


（
単


位
：
円


）


業
務


達
成


基
準


を
採


用
し


た
業


務
に


係
る


分
5
1
9
,7


9
6
,7


1
4


建
設


仮
勘


定
見


返
運


営
費


交
付


金
へ


の
振


替
額


主
な


使
途


人
件


費
：
9
0
7
,8


3
2
,7


6
2
　


コ
ー


デ
ィ


ネ
ー


ト
事


業
費


：
2
3
,5


6
9
,5


1
8
　


そ
の


他
：
7
8
,7


3
7
,2


1
3


期
首


残
高


当
期


交
付


額


当
期


振
替


額


区
分


運
営


費
交


付
金


収
益


運
営


費
交


付
金


の
主


な
使


途


引
当


金
見


返
と


の
相


殺
額


期
末


残
高


主
な


使
途


人
件


費
：
1
,2


2
4
,7


7
4
,3


8
1
　


大
規


模
改


修
工


事
:2


6
2
,3


2
1
,9


5
0
　


試
験


研
究


費
：
8
1
,5


7
0
,0


2
5
　


そ
の


他
：
2
6
1
,0


0
7
,2


1
1


設
立


団
体


へ
返


還


合
計


セ
グ


メ
ン


ト
資


産
見


返
運


営
費


交
付


金
へ


の
振


替


主
な


使
途


　
翌


事
業


年
度


に
繰


り
越


し
た


運
営


費
交


付
金


債
務


残
高


と
使


用
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込
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は
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下
の


と
お


り
で


す
。
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之
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に
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0
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0
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収
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0
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７　地方公共団体等からの財源措置の明細


補助金等の明細


（単位：円）


建設仮勘定見返補
助金等


資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上


１．自転車等機械工業振興補助金 55,025,901 0 52,285,100 0 0 2,740,801


２．令和６年度成長型中小企業等研究開発支援
事業（Go-Tech）


3,276,130 0 2,422,200 0 0 853,930
脱炭素社会実現に貢献する次世代
バイオマス発電用ボイラーに用いる
高耐食性被膜の開発


３．戦略的基盤技術高度化支援事業 4,084,749 0 2,899,050 0 0 1,185,699
ＳＤＧｓ対応型、産業廃棄物等を大幅
に削減できる塗装前処理工法の開発


４．戦略的基盤技術高度化支援事業 1,950,000 0 0 0 0 1,950,000


空調の熱交換器のアルミ化に貢献す
る、銅管とアルミ管を革新的固相接
合技術で接合した世界初の継手の
開発


５．地域新成長産業創出促進事業費補助金 124,102 0 0 0 0 124,102
中小企業のイノベーション創出を支
援するイノベーション・プロデュー
サー


合計 64,460,882 0 57,606,350 0 0 6,854,532


８　役員及び職員の給与の明細


（単位：千円、人）


支給人員 支給人員


(2) (0)


4 0


(30) (0)


241 11


(32) (0)


245 11


（注１）　役員に対する報酬等の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要


　　　　　地方独立行政法人大阪産業技術研究所役員報酬等規程、職員給与規程、期末手当及び勤勉手当に関する規程、


　　　　　職員の退職手当に関する規程に基づき支給しております。


（注２）　支給人員は年間平均支給人員を記載しております。


（注３） （ 　）は非常勤の役職員に対する支給額及び人数を外数で記載しています。


（注４）　本表の支給額合計には、法定福利費は含まれておりません。


（注５）　本表には人材派遣に係る人件費は含まれておりません。


214,798
合計


(96,511) (0)


1,990,794


役員
(427) (0)


47,987 0


職員
(96,084) (0)


1,942,807 214,798


摘要


区分
報酬又は給与 退職手当


支給額 支給額


区分 当期交付額


左の会計処理内訳
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９　開示すべきセグメント情報


（単位：円）


和泉センター 森之宮センター 合計


Ⅰ行政コスト


　　損益計算書上の費用合計 2,826,091,967 1,672,625,157 4,498,717,124


　　その他行政コスト


　　　減価償却相当額 270,741,236 200,311,526 471,052,762


　　　除売却差額相当額 1 0 1


　　その他行政コスト合計 270,741,237 200,311,526 471,052,763


　行政コスト 3,096,833,204 1,872,936,683 4,969,769,887


Ⅱ地方独立行政法人の業務運営に関し
　て住民等の負担に帰せられるコスト


2,781,370,519 1,595,103,544 4,376,474,063


Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益


　事業費用


　　研究業務費


　　　業務部門人件費 1,212,035,703 851,936,560 2,063,972,263


　　　試験研究費 776,619,478 300,705,790 1,077,325,268


　　　減価償却費 301,353,669 142,052,200 443,405,869


　　　受託研究費 8,126,290 35,559,786 43,686,076


　　　共同研究費 25,059,899 0 25,059,899


　　　受託事業費 17,032,274 79,574,201 96,606,475


　　一般管理費


　　　役員人件費 29,337,327 29,038,422 58,375,749


　　　管理部門人件費 379,800,159 197,368,884 577,169,043


　　　減価償却費 12,365,695 3,911,907 16,277,602


　　　管理運営費 64,361,466 32,477,406 96,838,872


計 2,826,091,960 1,672,625,156 4,498,717,116


　事業収益


　　運営費交付金収益 1,984,318,242 1,112,647,159 3,096,965,401


　　使用料収益 160,152,557 19,509,365 179,661,922


　　手数料収益 183,221,451 194,703,620 377,925,071


　　受託研究収益 11,963,770 39,033,082 50,996,852


　　共同研究収益 30,013,740 0 30,013,740


　　受託事業収益 18,117,700 59,685,000 77,802,700


　　補助金等収益 853,930 6,000,602 6,854,532


　　その他の収益 257,457,132 158,543,211 416,000,343


　　資産見返負債戻入 202,703,399 119,005,441 321,708,840


計 2,848,801,921 1,709,127,480 4,557,929,401


事業損益 22,709,961 36,502,324 59,212,285


Ⅳ臨時損益等


　　臨時損失 7 1 8


計 7 1 8


　　臨時利益 9 0 9


計 9 0 9


　当期純損益 22,709,963 36,502,323 59,212,286


　目的積立金取崩額 0 24,272,489 24,272,489


　前中期目標期間繰越積立金取崩額 21,000,430 343,319 21,343,749


　当期総損益 43,710,393 61,118,131 104,828,524


Ⅴ総資産


　　土地 3,484,507,000 2,914,935,600 6,399,442,600


　　建物 4,360,467,679 805,358,224 5,165,825,903


　　構築物 114,095,720 0 114,095,720


　　機械装置 205,035,253 356,395,880 561,431,133


　　工具器具備品 365,652,510 108,600,732 474,253,242


　　その他 1,887,033,501 1,565,711,838 3,452,745,339


計 10,416,791,663 5,751,002,274 16,167,793,937


(注１）セグメント区分については、「和泉センター」、「森之宮センター」に区分して表示しております。


(注２）和泉センターにおいて、前中期目標期間繰越積立金を財源とする事業費用が21,000,430円含まれております。


　　　 また、森之宮センターにおいて、目的積立金を財源とする事業費用が24,272,489円、前中期目標期間繰越積立


　　 　金を財源とする事業費用が343,319円含まれております。
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１０　科学研究費助成事業等の明細


（単位：円、件）


種目 当期受入 件数 摘要


(14,350,000)


4,305,000


(25,750,000)


7,725,000


(3,300,000)


990,000


(700,000)


210,000


(9,400,000)


2,820,000


(53,500,000)


16,050,000


（注） （ 　）は直接経費を外数で記載しています。


１１　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


　　　現金及び預金の明細


（単位：円）


金額 摘要


486,601


1,307,486,459


1,307,973,060


挑戦的萌芽研究 3


合計


若手研究 7


合計 45


区分


現金


普通預金


基盤研究（Ｂ） 5


基盤研究（Ｃ） 29


学術変革（A） 1


18





		貸借対照表 

		行政コスト

		損益計算書

		通常時の利益処分（案）

		貸借対照表WS

		損益計算書WS

		行政コストWS

		利益処分（案）中期期間最後版

		R6年度 

		R5年度

		R4年度

		R6-法人公表CF  

		R6-CF 調整

		R6-CF精算表  

		R6BS未収未払前受残高

		受託等Dep　研究費内人件費

		R６附属明細（合算）①

		R６附属明細(合算)②

		R６附属明細（合算）③

		R６附属明細（合算）④

		R６附属明細（セグメント）⑤

		R６附属明細（合算）⑥

		R6附属明細（和泉）①

		R6附属明細(森之宮)①

		R6附属明細書(和泉)②

		R6附属明細(森之宮)②

		R6附属明細書(和泉)③

		R6附属明細(森之宮)③

		R6附属明細（和泉）④

		R6附属明細(森之宮)④






 
 


 


事 業 報 告 書 
 


 


 


 


 


令和６事業年度 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


自：令和６年４月 １日 


至：令和７年３月３１日 


 


 







目 次 


１ 理事長によるメッセージ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


２ 法人の目的及び業務内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


３ 法人の位置付け及び役割・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


４ 中期目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


５ 法人の理念並びに運営上の方針及び戦略・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


６ 中期計画及び年度計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉・・・・・・・・・・・・・・・ 1 


８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 


９ 業績の適正な評価の前提情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 


10 業務の成果と使用した資源との対比・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 


11 予算と決算との対比・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 


12 要約した財務諸表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 


13 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報・・  7 


14 内部統制の運用に関する情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 


15 法人の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 


  







１ 理事長によるメッセージ 


  地方独立行政法人大阪産業技術研究所（以下「法人」という。）ホームページの「概


要 理事長あいさつ」を参照ください。（https://orist.jp/gaiyou/greeting/） 


 


２ 法人の目的及び業務内容 


(１) 法人の目的 


地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）に基づき、産業技術に関する試験、


研究、相談その他の支援を行うとともに、これらの成果の普及及び実用化を促進する


ことにより、産業技術とものづくりを支える知と技術の支援拠点として、中小企業の


振興等を図り、もって大阪経済及び産業の発展並びに住民生活の向上に寄与すること


を目的としています。 


 


(２) 業務内容 


法人ホームページの「概要 業務」を参照ください。


（https://orist.jp/gaiyou/duties.html） 


 


３ 法人の位置付け及び役割 


  法人ホームページの「定款等 第二期中期目標」を参照ください。


（https://orist.jp/gaiyou/terms/） 


 


４ 中期目標 


  法人ホームページの「定款等 第二期中期目標」を参照ください。


（https://orist.jp/gaiyou/terms/） 


 


５ 法人の理念並びに運営上の方針及び戦略 


  法人ホームページの「概要 基本理念・行動指針」を参照ください。


（https://orist.jp/gaiyou/rinen.html） 


 


６ 中期計画及び年度計画 


  法人ホームページの「定款等 第２期中期計画」


（https://orist.jp/gaiyou/terms/）及び「年度計画 令和６年度年度計画」


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/nendokeikaku.html）を参照くださ


い。 


 


７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 


(１) ガバナンスの状況 


 法人ホームページの「年度計画 令和６年度年度計画」の「第９ その他業務運営に
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関する重要事項の目標を達成するためとるべき措置」を参照ください。 


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/nendokeikaku.html） 


 


(２) 役員等の状況 


① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 


役 職 
氏 名 


（当初就任年月） 


任 期 


経   歴（主な前歴） 


担 当 


理事長 
小林 哲彦 


（令和３年４月） 


自 令和 5年4月 1日 


至 令和 7年3月31日 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 理事 


独立行政法人産業技術総合研究所関西センター 


所長  


副理事長 
石木 慎一 


（令和５年４月） 


自 令和 5年4月 1日 


至 令和 7年3月31日 大阪府収用委員会 事務局長 


大阪府土地開発公社 理事長 
法人経営本部長 


理事 
白川 信彦 


（令和５年４月） 


自 令和 5年4月 1日 


至 令和 7年3月31日 


地方独立行政法人大阪産業技術研究所マネージ


ャー兼和泉センター金属材料研究部長 


地方独立行政法人大阪産業技術研究所和泉セン


ター経営企画監兼経営企画本部マネージャー 
和泉センター長 


理事 
小野 大助 


（令和２年４月） 


自 令和 5年4月 1日 


至 令和 7年3月31日 


地方独立行政法人大阪市立工業研究所 生物・


生活材料研究部長 


地方独立行政法人大阪産業技術研究所森之宮セ


ンター 研究管理監 
森之宮センター長 


監事 


(非常勤) 


谷井 健一 


（令和３年９月） 


自 令和 5年9月 1日 


至 令和 7年 ※   協和綜合法律事務所 弁護士 


国税庁大阪国税局調査第１部 国際調査審理官 
法務 


監事 


(非常勤) 


大槻 和子 


（令和３年９月） 


自 令和 5年9月 1日 


至 令和 7年 ※   監査法人トーマツ 公認会計士 


今岡公認会計士・税理士事務所 公認会計士 
会計 


 ※ 監事の任期は理事長の任期と対応し、当該対応する理事長の任期の最後の事業年度についての、地


方独立行政法人法第34条第1項に規定する財務諸表の設置団体による承認日までとする。 


 


②会計監査人の氏名または名称及び報酬 


会計監査人は有限責任 あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と


同一のネットワークに属する者に対する当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく


報酬の額は9,587千円（消費税等を含む）であり、非監査業務に基づく報酬はござい
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ません。 


 


(３) 職員の状況 


   常勤職員は、令和６年度末現在240名です。このうち、大阪府からの出向者は４人、


大阪市からの出向は３人、民間からの出向者は０人です。 


 


(４) 重要な施設等の整備等の状況 


① 当事業年度中に完成した主要な施設等 


 ファンコイルユニット更新工事（取得価格：26百万円） 


ドラフトチャンバー更新工事（取得価格：47百万円） 


 


② 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 


 該当項目はありません。 


 


③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 


 該当項目はありません。 


 


(５) 純資産の状況 


① 資本金の額及び出資者ごとの出資額 


                                （単位：百万円） 


出資者 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 


大阪府 9,626 - - 9,626 


大阪市 4,853 - - 4,853 


 


 (６) 財源の状況 


① 財源の内訳 


                              （単位：百万円） 


 


② 自己収入に関する説明 


 法人では、多様な技術分野における高度な依頼試験の提供と設備機器の開放による


区 分 金 額 構成比率（％） 


運営費交付金 4,206 81 
自己収入 824 - 
 事業収入 556 11 
 外部資金研究費等 171 3 
 その他収入 97 2 
前中期目標期間繰越積立金取崩 39 1 
目的積立金取崩 96 2 


合 計 5,165 100 
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収入として、556百万円の事業収入を得ています。事業収入の約35％（192百万円）を


占める依頼試験は、計画的な設備機器の更新や保守・校正点検等により設備機器の性


能を維持することで、客観的かつ信頼性の高い正確な試験結果を顧客に提供していま


す。また、約28％（158百万円）を占める設備機器開放は、高度な設備機器でも職員の


支援のもとに企業の研究者が利用できるようにすることで、付加価値の高いものづく


りをめざす企業のニーズに対応しています。 


 


(７) 社会及び環境への配慮等の状況 


 法人は環境改善に役立つ研究開発を積極的にすすめ、その成果を技術支援、指導普


及業務を通じて、府内事業者の環境改善活動に技術移転し、地域及び地球の環境保全


に貢献できるよう努力しています。 


また、自らも率先して環境負荷の低減、環境安全の確保に努めています。 


 


８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 


(１) リスク管理の状況 


  法人における業務運営全般の適正性を確保するため、リスク管理に関する規程を定


め、リスク管理にかかる審議等を行うためのコンプライアンス推進委員会を設置し、


リスク管理方針等を決定しています。 


  また、特定の緊急事態が発生した場合又はその発生が予想される場合においては、


緊急事態対策室を設置し対応することとしています。 


 


(２) 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 


  法人では、各所属からのリスク記述票を取りまとめた上で、コンプライアンス推進


委員会を開催し、リスク情報の共有を行うとともに、内容を精査しています。 


 


９ 業績の適正な評価の前提情報 


  法人ホームページの「情報公開 業務実績報告書」 


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/）を参照ください。 


 


10 業務の成果と使用した資源との対比 


(１) 自己評価 


法人ホームページの「情報公開 業務実績報告書」 


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/）を参照ください。 


 


(２) 当中期目標期間における設立団体の長による過年度の総合評定の状況 


法人ホームページの「情報公開 業務実績報告書」 


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/）を参照ください。 
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11 予算と決算との対比 


詳細については、決算報告書を参照ください。 


                                （単位：百万円） 
区 分 予算額 決算額 差額理由 


収入    
運営費交付金 4,317 4,206  


 事業収入 533 556  
 外部資金研究費等 191 171 （注１） 
 その他収入 99 97  
 前中期目標期間繰越積立金取崩 38 39  
目的積立金取崩 96 96  


計 5,274 5,165  
支出    
 業務費 3,679 3,454 （注２） 
 施設整備費 866 382 （注３） 
 一般管理費 729 726  


計 5,274 4,562  
※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 


（注 1）  当初予定の研究期間が延長したことにより、当年度の収入予定が翌年度に


繰り越されたことによるものです。 


（注 2） 万博関連経費を翌年度に繰り越したことによるものです。 


（注 3） 当初予定していた大規模改修工事の前払いが翌年度になったことによるも


のです。 


 


12 要約した財務諸表 


  詳細については、当事業年度の財務諸表（法人単位）を参照ください。 


(１) 貸借対照表 


（単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額 


固定資産 
 土地 
 建物等 
 機械・工具器具等 
 図書等 
 減価償却累計額 
 無形固定資産 
 投資その他の資産 
流動資産 
 現金・預金 


14,528 
6,399 


10,980 
7,416 


16 
△12,080 


1 
1,795 
1,640 
1,308 


固定負債 
 資産見返負債 
 長期リース債務 
 退職給付引当金 
 その他固定負債 
流動負債 
 リース債務 
 未払金 
 その他流動負債 


3,156 
1,392 


68 
1,695 


1 
1,477 


21 
580 
876 


負債合計 4,633 
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 未収金 
 その他流動資産 


107 
225 


純資産の部  
地方公共団体出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 


14,479 
△3,480 


536 
純資産合計 11,535 


資産合計 16,168 負債純資産合計 16,168 
   ※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 
   
 (２) 行政コスト計算書  


                              （単位：百万円） 
科 目 金 額 


Ⅰ 損益計算書上の費用 4,499 
   業務費 
   一般管理費 
   臨時損失 


3,750 
749 


0 
Ⅱ その他行政コスト 471 
   減価償却相当額 471 
   除売却差額相当額 0 
Ⅲ 行政コスト 4,970 


    ※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 
 


(３) 損益計算書 


                              （単位：百万円） 
科 目 金 額 


経常費用（A） 4,499 
業務費 
人件費 
試験研究費 
受託、共同等研究費 


一般管理費 
人件費 
管理運営費 


3,750 
2,064 
1,521 


165 
749 
636 
113 


経常収益（B） 4,558 
運営費交付金収益 
使用料・手数料収益 
受託、共同等研究収益 
退職・賞与引当金見返に係る収益 
資産見返戻入 
その他収益 


3,097 
558 
159 
378 
322 


45 
臨時損失（C） 0 
臨時利益（D） 0 
目的積立金取崩額（E） 24 
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前中期目標期間繰越積立金取崩（F） 21 
当期総利益(B)+(D)+(E)+(F)- (A)-(C) 105 
※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 


(４) 純資産変動計算書  


                               （単位：百万円） 
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 


当期首残高 14,479 △3,099 567 11,947 
当期変動額 - △382 △30 △412 
 当期総利益 - - 105 105 
 その他 - △382 △135 △517 
当期末残高 14,479 △3,480 536 11,535 


※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 


 


(５) キャッシュ・フロー計算書 


                              （単位：百万円） 
 金 額 


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 1,236 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △556 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △34 
Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 646 
Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 662 
Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 1,308 


※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。 
 


                             （単位：百万円） 
 金 額 


資金期末残高 1,308 
定期預金 - 
現金及び預金 1,308 


 


13 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 


(１) 貸借対照表 


 （資産） 


   令和６年度末現在の総資産額は16,168百万円となりました。前年度末と比較して


231百万円増（1.5%増）となっております。これは、流動資産が前年度比616百万円


の増（60.2%増）となったことが主な要因です。 


 （負債） 
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   令和６年度末現在の負債合計は4,633百万円となりました。前年度末と比較して


643百万円増（16.1%増）となっております。これは、運営費交付金債務が前年度比


434百万円の増（503.3%増）となったことが主な要因です。 


(２) 行政コスト計算書 


 当事業年度の行政コストは、4,970百万円です。内訳は損益計算書上の費用が4,499


百万円、その他行政コストが471百万円となっております。 


 


(３) 損益計算書 


 （経常費用） 


   令和６年度の経常費用は4,499百万円となりました。前年度と比較して178百万円


増（4.1%増）となっております。これは、一般管理費の人件費が195百万円増（


44.4%増）となったことが主な要因です。 


（経常収益） 


   令和６年度の経常収益は4,558百万円となりました。前年度と比較して99百万円


増（2.2%増）となっております。これは、運営費交付金収益が67百万円増（2.2%増


）となったことが主な要因です。 


（当期総利益） 


   令和６年度の当期総利益は105百万円となりました。前年度と比較して69百万円


減（39.7%減）となっております。 


 


(４) 純資産変動計算書  


令和６年度末現在の純資産は11,535百万円となりました。前年度末と比較して412


百万円減（3.4%減）となっています。これは、令和６年度の当期総利益105百万円に


よる利益剰余金の増加とその他行政コスト471百万円による資本剰余金の減少が主な


要因となっております。 


 


(５) キャッシュ・フロー計算書 


 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは1,236百万円の収入となりまし


た。前年度と比較して778百万円の収入増（169.6%増）となっております。これは、


運営費交付金収入が887百万円増（26.4%増）になったことが主な要因です。 


 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 


   令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは556百万円の支出となりました


。前年度と比較して99百万円の支出増（21.6%増）となっております。これは、前年


度において発生しなかった有価証券の取得による支出が当年度に100百万円発生した


ためです。 


 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
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   令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは34百万円の支出となりました。


前年度と比較して7百万円の支出減（16.0%減）となっております。これはリース債務


の返済による支出が7百万円減（16.0%減）となったことが要因となっております。 


 


14 内部統制の運用に関する情報 


 法人ホームページの「年度計画 令和６年度年度計画」の「第９ その他業務運営に


関する重要事項の目標を達成するためとるべき措置」を参照ください。 


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/nendokeikaku.html） 


 


15 法人の基本情報 


(１) 沿革 


平成29年４月１日に、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所と地方独立行


政法人大阪市立工業研究所が、新設合併（地方独立行政法人法第112条）し、地方独


立行政法人大阪産業技術研究所となりました。 


 


(２) 設立に係る根拠法 


地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 


 


(３) 設立団体 


大阪府・大阪市 


 


(４) 組織図 
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(５) 事務所の所在地 


本部・和泉センター：和泉市あゆみ野二丁目７番１号 


   森之宮センター：大阪市城東区森之宮一丁目６番50号 


 


(６) 主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 
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  該当ありません。 


 


 


(７) 主要な財務データの経年比較 


    


(８) 翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 


   法人ホームページの「年度計画 令和７年度年度計画」の「第４ 予算（人件費の


見積りを含む。）、収支計画及び資金計画」を参照ください。


（https://orist.jp/gaiyou/public_information/nendokeikaku.html） 
 


区 分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 


経常費用 4,201 4,321 4,499 
経常収益 4,286 4,459 4,558 
当期総利益 94 174 105 
資産 16,290 15,937 16,168 
負債 4,012 3,990 4,633 
利益剰余金 449 567 536 
業務活動によるキャッシュ・フロー 252 458 1,236 
投資活動によるキャッシュ・フロー △514 △457 △556 
資金期末残高 702 662 1,308 
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令和６事業年度


決　　算　　報　　告　　書


第８期


自　　令和　６年　４月　１日


至　　令和　７年　３月３１日







（単位：百万円）


差　　　額
（決算－予算）


備　　考


　　収　　　　入


運営費交付金 4,317 4,206 ▲ 111


自己収入 823 824 1


事業収入 23


外部資金研究費等 ▲ 20 （注１）


その他収入 ▲ 2


前中期目標期間繰越積立金取崩 38 39 1


96 96 0


5,274 5,165 ▲ 109


　　支　　　　出


業務費 3,679 3,454 ▲ 225


試験研究経費 ▲ 132 （注２）


外部資金研究費等 ▲ 15 （注１）


職員人件費 ▲ 78


施設整備費 866 382 ▲ 484 （注３）


一般管理費 729 726 ▲ 3


5,274 4,562 ▲ 712


1,366 1,234


令和６事業年度　決算報告書


区　　　　　分 予　算　額 決　算　額


533 556


191 171


99 97


　　　　　　計


目的積立金取崩


（注2）　万博関連経費を翌年度に繰り越したことによるものです。


※百万円未満四捨五入のため計と一致しないことがあります。


135 120


2,178 2,100


　　　　　計


（注1）  当初予定の研究期間が延長したことにより、当年度の収入予定が翌年度に繰り越されたことによるものです。


（注3）　当初予定していた大規模改修工事の前払いが翌年度になったことによるものです。
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